
地方議会議員の年金制度に関する意見書 

 

 地方議会議員の年金制度については，地方議会議員互助年金法に基づき昭和３６

年に任意の互助年金制度として発足し，翌３７年に地方公務員共済組合法により強

制加入とされ，その後，数次の改正を経て現在に至っている。この間，退職議員や

その遺族に対し，年金や一時金が支給され，その生活の安定に大きな役割を果たし

ている。 

しかしながら，近年，会員である議員数の減少，年金受給者の高齢化に伴う年金

受給期間の延び，積立金の運用利回りの低下等により，年金財政状況が厳しい状況

に陥っているところである。さらには，昨年の４月には，掛金の引き上げ，年金給

付の引き下げなどの法改正がなされたところであるが，市議会議員共済会において

は平成１９年度決算においても２００億円を超す単年度赤字となり，今後も継続的

な損失金が見込まれ，積立金が減少していく非常に厳しい財政状況となっている。 

その最大の要因は，国策によって進められた平成の市町村合併の影響を議員年金

財政が受けたことにある。市町村合併特例法では，このような市町村合併の推進に

伴う影響について「議員共済会の運営状況を勘案し，その健全な運営を図るため必

要な措置を講ずるものとする」とされ，同法に基づく特例措置も図られたところで

はあるが，法改正後の収支の状況を見ると，合併の影響に対する措置は不十分であ

る。 

現行の掛金率や市町村の負担金率は既に高水準にあることや，市町村合併以降に

年金受給者が急増し，「市議会議員１人が３人の受給者を支える」構造になっている

ことなどを踏まえると，市町村合併の影響額に見合う特例措置などの国の支援なく

しては議員年金制度の維持は大変困難な状況にあると言わざるを得ない。 

よって，国においては，早急な抜本的見直しの必要に迫られている地方議会議員

年金制度に対し，上記の事情を勘案の上，特段の措置を講じることを強く要望する。 

 以上，地方自治法第９９条の規定に基づき意見書を提出する。 
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